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２－参考１ 

構造計算適合性判定制度及び長期優良住宅認定事務の対応について 

１ 建築基準法の一部の改正による構造計算適合性判定制度について 

 背景 

建築基準法の一部を改正する法律が平成２６年６月４日に公布され、構

造計算適合性判定制度の見直しが行われるため、所要の対応を行うもので

す。 

 概要（２－参考２） 

建築主事等が建築基準法第６条等に基づく建築確認申請を審査する場合、

一定規模以上の建築物については、建築主事等の確認審査とは別に指定構

造計算適合性判定機関（以下「判定機関」という。）による構造審査が義

務付けられています。 

現在、構造計算適合性判定（以下「判定」という。）が必要な建築物に

ついては、津市が判定機関に判定を委託し、建築主（申請者）にその費用

負担を求めていますが、法改正により、判定を建築主事等の審査から独立

させ、建築主が直接、判定機関に申請する仕組みに改められることから、

その手数料を本市が徴収する必要が無くなります。 

２ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく長期優良住宅認定事務に

ついて 

 背景 

平成２６年２月２５日に告示された「住宅性能評価を受けなければなら

ない性能表示事項を定める件の一部を改正する件」により、住宅の品質確

保の促進等に関する法律に基づく住宅性能評価における性能表示事項の改

正が行われるため、長期優良住宅の認定申請について審査区分を拡充する

ことから、所要の対応を行うものです。

また、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（以下「法」という。）

に基づく変更認定申請及び地位承継の承認申請については、平成２１年の

制度開始当初、三重県内全ての所管行政庁で手数料の徴収を見送りました

が、制度開始よりの実績を踏まえて三重県内でも平成２７年度から徴収を

始めることから、所要の対応を行うものです。

 概要（２－参考３） 
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   法第５条第１項から第３項の規定に基づく長期優良住宅の認定申請につ

いて審査するうち、改正後の性能表示事項が記載された住宅性能評価書を

添付した場合の審査区分を拡充し、その長期優良住宅の認定申請をする場

合の手数料を定めようとするものです。 

また、認定を受けた者が認定を受けた計画を変更しようとする場合に必

要となる法第８条の規定に基づく変更認定申請の手数料及び認定を受けた

者から認定を受けた住宅を承継する場合に必要となる法第１０条の規定に

基づく承認申請の手数料を定めようとするものです。 

なお、手数料額については、国、県から示された事務処理に係る標準処

理時間を基に、人件費単価を考慮して県内所管行政庁にて調整の上、統一

するものです。 

３ 今後の対応 

津市手数料徴収条例の一部の改正についての議案を平成２７年第１回津市

議会定例会へ提出する予定です。 



２－参考２

ぉ構造計算適合性判定制度の見直し

 【改正内容：申請手続きの見直し】≪法第 6条の３≫
  構造計算適合性判定を建築主事等の審査から独立させ、建築主が構造計算適合性判定を直接申請する仕組みに改めます。

〈参考〉構造計算適合性判定制度の見直しの全体フレーム

建築主

①確認申請

④確認済証

建築主事又は

指定確認検査

機関

②判定依頼

③判定結果通知書

都道府県知事又は指定構造計

算適合性判定機関による構造

計算適合性判定

改正前

改正後（平成２７年６月１日施行）

建築主
建築主事又は

指定確認検査機関

①-1確認申請

③判定結果通知書

④確認済証

②判定結果通知書

①-2判定申請

※建築主事等は、最終的に

判定結果通知書をもって判断

都道府県知事又は指定構造計

算適合性判定機関による構造

計算適合性判定
の送付

（判定申請）



長期優良住宅認定事務について
２　　申請手数料
申請者：以下の３パターンのケースがあります

　一般個人
　一般個人＋分譲事業者
　単独分譲事業者

【認定申請】

申請者： 及び の場合 申請者： の場合

住棟の総戸数 ア イ ウ 住棟の総戸数 ア イ ウ
戸建て 50,600 6,700 17,200 戸建て 43,800 6,700 10,500

２-参考３

（円） （円）
１戸あたりの手数料の金額 １戸あたりの手数料の金額

【認定申請とは】

住宅の建築をしてその構造及び設備を長期使用構造等とし、その建築後の住宅の維持

保全を行おうとする者は、当該住宅の建築及び維持保全に関する計画（長期優良住宅建

築等計画）を作成し、所管行政庁の認定を申請することができます。

⇒審査区分の拡充に伴い、新たに手数料を設定します。【平成２７年４月１日施行】

【変更認定申請とは】

認定を受けた者は、認定を受けた計画の変更をしようとするときは変更の認定を受ける

必要があります。

⇒今回新たに手数料を徴収するよう改正します。【平成２７年７月１日施行】
戸建て 50,600 6,700 17,200 戸建て 43,800 6,700 10,500
１～５ 23,800 2,700 12,700 １～５ 21,600 2,700 10,500
６～１０ 19,000 2,400 10,200 ６～１０ 17,400 2,400 8,500
１１～２５ 15,000 1,300 7,700 １１～２５ 13,700 1,300 6,300
２６～５０ 13,500 1,200 6,600 ２６～５０ 12,600 1,200 5,700
５１～１００ 11,600 1,100 5,000 ５１～１００ 11,000 1,100 4,500
１０１～２００ 10,700 900 4,600 １０１～２００ 10,200 900 4,100

１　申請方法の区分 ２０１～３００ 10,200 700 4,200 ２０１～３００ 9,700 700 3,700
【従前の申請方法】 ３０１以上 9,400 600 3,800 ３０１以上 8,900 600 3,300

【変更認定申請】

申請者： 及び の場合 申請者： の場合

（円） （円）
１戸あたりの手数料の金額 １戸あたりの手数料の金額

【地位承継承認申請とは】

認定を受けた者から、認定を受けた住宅を承継する場合に承認を受ける必要があります。

⇒今回新たに手数料を徴収するよう改正します。【平成２７年７月１日施行】

ア 所管行政庁へ認定申請 イ 申請者が評価機関の事前審

査を経て所管行政庁へ認定申請

登録住宅性

能評価機関

４月１日施行 ４月１日施行

住棟の総戸数 ア イ ウ 住棟の総戸数 ア イ ウ
戸建て 28,600 6,700 12,000 戸建て 25,300 6,700 8,600
１～５ 13,200 2,700 7,700 １～５ 12,100 2,700 6,600
６～１０ 10,700 2,400 6,300 ６～１０ 9,900 2,400 5,400
１１～２５ 8,200 1,300 4,500 １１～２５ 7,500 1,300 3,800
２６～５０ 7,400 1,200 3,900 ２６～５０ 6,900 1,200 3,400
５１～１００ 6,300 1,100 3,000 ５１～１００ 6,000 1,100 2,800
１０１～２００ 5,800 900 2,700 １０１～２００ 5,500 900 2,500
２０１～３００ 5,400 700 2,400 ２０１～３００ 5,200 700 2,200
３０１以上 5,000 600 2,200 ３０１以上 4,700 600 1,900

【地位承継承認申請】

（円） （円）

申

請

者

所

管

行

政

庁

能評価機関

適合証

申

請

者

所

管

行

政

庁

＋ 今後以下の申請方法も可能となります ７月１日施行 ７月１日施行

※ 施行日については、三重県内所管行政申請者： 、 及び の場合

住棟の総戸数
戸建て 6,700
１～５ 2,700
６～１０ 2,400
１１～２５ 1,300
２６～５０ 1,200
５１～１００ 1,100
１０１～２００ 900
２０１～３００ 700
３０１以上 600

１戸あたりの手数料の金額
（円）

ウ 申請者が住宅性能評価書を

添付して所管行政庁へ認定申請

登録住宅性

能評価機関

住宅性能評

価書

所

管

行

政

庁

申

請

者

この部分について新たに

手数料を設定します

７月１日施行

※ 施行日については、三重県内所管行政

庁で統一します。認定申請については、審

査区分を拡充して申請者の利便性を高める

ことから、周知期間を設けず４月１日施行と

します。変更認定申請及び地位承継承認申

請については、新たに手数料を徴収するこ

とにより、申請者への負担が増えるもので

あることから、３カ月の周知期間を設けて７

月１日施行とします。



関係資料１ 

建築基準法（抜粋） 

（昭和二十五年五月二十四日法律第二百一号） 

最終改正：平成二六年六月四日法律第五四号

（建築物の建築等に関する申請及び確認）  

第六条（略）  

２～４ （略） 

５ 建築主事は、前項の場合において、申請に係る建築物の計画が第六条

の三第一項の構造計算適合性判定を要するものであるときは、建築主か

ら同条第七項の適合判定通知書又はその写しの提出を受けた場合に限り、

第一項の規定による確認をすることができる。

６～９（略） 

（国土交通大臣等の指定を受けた者による確認） 

第六条の二（略） 

２ （略） 

３ 第一項の規定による指定を受けた者は、同項の規定による確認の申請

を受けた場合において、申請に係る建築物の計画が次条第一項の構造計

算適合性判定を要するものであるときは、建築主から同条第七項の適合

判定通知書又はその写しの提出を受けた場合に限り、第一項の規定によ

る確認をすることができる。 

４～７ （略） 



関係資料２
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関係資料３ 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律（抜粋） 

（平成二十年十二月五日法律第八十七号） 

最終改正：平成二六年六月四日法律第五四号 

（長期優良住宅建築等計画の認定）  

第五条 住宅の建築をしてその構造及び設備を長期使用構造等とし、自らその

建築後の住宅の維持保全を行おうとする者は、国土交通省令で定めるところ

により、当該住宅の建築及び維持保全に関する計画（以下「長期優良住宅建

築等計画」という。）を作成し、所管行政庁の認定を申請することができる。  

２ 住宅の建築をしてその構造及び設備を長期使用構造等とし、建築後の住宅

を譲り受けてその維持保全を行おうとする者（以下「譲受人」という。）に

譲渡しようとする者（以下「分譲事業者」という。）は、当該譲受人と共同

して、国土交通省令で定めるところにより、長期優良住宅建築等計画を作成

し、所管行政庁の認定を申請することができる。  

３ 分譲事業者は、譲受人を決定するまでに相当の期間を要すると見込まれる

場合において、当該譲受人の決定に先立って当該住宅の建築に関する工事に

着手する必要があるときは、前項の規定にかかわらず、国土交通省令で定め

るところにより、単独で長期優良住宅建築等計画を作成し、所管行政庁の認

定を申請することができる。  

４ （略） 

（認定を受けた長期優良住宅建築等計画の変更）  

第八条 第六条第一項の認定を受けた者は、当該認定を受けた長期優良住宅建

築等計画の変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）をしようとす

るときは、国土交通省令で定めるところにより、所管行政庁の認定を受けな

ければならない。  

２ 前三条の規定は、前項の認定について準用する。  
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（地位の承継）  

第十条 次に掲げる者は、所管行政庁の承認を受けて、計画の認定を受けた者

（以下「認定計画実施者」という。）が有していた計画の認定に基づく地位

を承継することができる。  

一  認定計画実施者の一般承継人  

二  認定計画実施者から、認定長期優良住宅建築等計画に基づき建築及び

維持保全が行われ、又は行われた住宅（当該認定長期優良住宅建築等計画

に記載された第五条第四項第四号イ（第八条第二項において準用する場合

を含む。）に規定する建築後の住宅の維持保全の期間が経過したものを除

く。以下「認定長期優良住宅」という。）の所有権その他当該認定長期優

良住宅の建築及び維持保全に必要な権原を取得した者 


